
 

防災庁舎無停電電源装置点検業務委託契約書（案） 

 

 宮崎県（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、防災庁

舎無停電電源装置点検業務の委託について、次のとおり契約を締結する。 

 （目的） 

第１条 甲は、（別添）防災庁舎無停電電源装置点検業務委託仕様書（以下「仕

様書」という。）に記載する設備の点検委託業務（以下「委託業務」とい

う。）を乙に委託し、乙は、これを受託するものとする。 

 （委託期間） 

第２条 委託業務の委託期間（以下「委託期間」という。）は、契約の日から令

和８年３月２７日までとする。 

 （委託料） 

第３条 委託業務の委託料（以下「委託料」という。）は、金○○○○円（消費 

 税及び地方消費税額金○○○円を含む。）とする。 

 （契約保証金） 

第４条 乙は、この契約の締結と同時に、契約保証金として金○○○円を甲に納 

 付しなければならない。 

２ 甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、前項の契約保証金を 

 甲に帰属させることができる。 

 

 

 （委託業務の処理方法） 

第５条 乙は、委託業務を仕様書及び甲の指示に従って処理しなければならない。 

（再委託の禁止） 

第６条 乙は、委託業務を第三者に再委託してはならない。ただし、あらかじめ

甲の書面による承認を得たときは、この限りでない。 

 （権利の譲渡等の禁止） 

第７条 乙は、この契約から生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は引き受 

 けさせてはならない。 

 （実地調査等） 

第８条 甲は、必要があると認めるときは、委託業務の実施状況、委託料の使途 

 その他必要な事項について報告を求め、又は実地に調査することができる。 

※ 契約保証金を納付させない場合（財務規則第１０１条第２項該当） 

 （契約保証金） 

第４条 契約保証金は、免除する。 



 

 （報告書の提出） 

第９条 乙は、仕様書に基づき点検を実施するものとし、点検を実施したときは、

点検報告書（以下、「報告書」という。）を速やかに甲に提出しなければな

らない。 

２ 甲は、報告書を受理したときは、その内容を検査し、合格又は不合格の旨 

を乙に通知するものとする。 

３ 乙は、前項の規定による不合格の旨の通知があったときは、甲の指定する期 

 間内にその指示に従いこれを補正しなければならない。前２項の規定は、この 

 項の規定による補正について準用する。 

４ 第２項（前項後段において準用する場合を含む。）の検査及び前項前段の補 

 正に要する費用は、乙の負担とする。 

 （委託料の請求及び支払） 

第１０条 乙は、甲から前条第２項（同条第３項後段において準用する場合を含 

 む。）の規定による合格の旨の通知があったときは、甲に委託料の支払請求書 

 を提出するものとする。 

２ 甲は、前項の規定による支払請求書の提出があったときは、その日から起算 

 して３０日以内に乙に委託料を支払うものとする。 

３ 甲がその責めに帰すべき理由により前項に規定する期間内に委託料の全部又 

 は一部を支払わない場合には、乙は、甲に対して、遅延日数に応じ、未受領金 

 額に政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第 

 ８条第１項本文に規定する財務大臣が決定する率の割合で計算した額に相当す 

 る金額を請求することができる。 

 （契約の解除） 

第１１条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除す 

 ることができる。 

 ⑴ 乙がこの契約に違反したとき。 

 ⑵ 乙が委託期間内に委託業務を完了する見込みがないと認められるとき。 

２ 甲は、前項の規定による契約の解除によって生じた乙の損害については、そ 

 の賠償の責めを負わないものとする。 

 （損害賠償） 

第１２条 乙は、この契約に定める義務を履行しないために甲に損害を与えたと 

 きは、その損害を賠償しなければならない。 

２ 乙は、委託業務の実施について第三者に損害を与えたときは、その損害を賠 

 償しなければならない。 

 （秘密の保持） 

第１３条 乙は、委託業務の処理上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 



 

２ 前項の規定は、委託期間が満了し、又はこの契約が解除された後においても 

 なおその効力を有するものとする。 

 （個人情報の保護） 

第１４条 乙は、委託業務を処理するため個人情報を取り扱うに当たって、別記 

 個人情報取扱特記事項を遵守しなければならない。 

 （費用の負担） 

第１５条 この契約の締結及び履行に関し必要な費用は、乙の負担とする。 

 （協議等） 

第１６条 前各条に定めるもののほか、この契約の履行に関し必要な事項は、宮 

 崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第６章の定めるところによるも 

 のとし、この契約に定める事項について疑義が生じた場合又はこの契約若しく 

 は同章に定めのない事項については、甲乙協議の上、定めるものとする。 

 

 この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１ 

通を保有するものとする。 

 

  令和７年○月○日 

 

                                     甲 宮 崎 県              

                                       宮崎県知事 氏  名 印      

                                     乙 ○○市○○町○○番地    

                                       ○○○                        

                                       代表者 職 氏  名         



 

別記 
個人情報取扱特記事項 

 
 （基本的事項） 
第１ 乙は、個人情報（生存する個人に関する情報であって、特定の個人を識別
することができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより、
特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。以下同
じ。）の保護の重要性を認識し、委託業務の処理に当たっては、個人の権利利
益を害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 
 （秘密等の保持） 
第２ 乙は、委託業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせてはな

らない。この契約が終了し、又は解除された後も同様とする。 
 
 （目的外利用及び提供の禁止） 
第３ 乙は、委託業務の処理に関して知り得た個人情報を当該事務の利用目的以
外の目的のために利用し、又は第三者に提供してはならない。ただし、甲の指
示があるとき、又はあらかじめ甲の承認を得たときは、この限りでない。 

 
  （適正管理） 
第４ 乙は、委託業務の処理に関して知り得た個人情報について、漏えい、滅失
又は毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなけ
ればならない。 

 
 （複写又は複製の禁止） 
第５ 乙は、委託業務を処理するために甲から提供を受けた個人情報が記録され
た資料等を複写し、又は複製してはならない。ただし、あらかじめ甲の承認を
得たときは、この限りでない。 

 
 （再委託の禁止） 
第６ 乙は、本契約第６条に定める場合を除き、この契約による個人情報を取り

扱う業務を第三者に再委託してはならない 
 
 （資料の返還等） 
第７ 乙は、委託業務を処理するために甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、
若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約の終了後直ちに甲
に返還し、引き渡し、又は廃棄するものとする。また、当該個人情報を電磁的
に記録した機器等は、確実に当該個人情報を消去するものとする。ただし、甲
が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

 
  （従事者への周知） 
第８ 乙は、委託業務に従事する者及び従事した者に対して、在職中及び退職後
においても当該業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は
不当な目的に利用してはならないこと等、個人情報の保護に関し必要な事項を
周知させなければならない。 

 
  （事故報告） 
第９ 乙は、この特記事項に違反する事態が発生し、又は生じるおそれのあるこ

とを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 



防災庁舎無停電電源装置点検業務委託仕様書  

 

１ 適用 

  本仕様書は、委託者が管理する防災庁舎の無停電電源装置点検業務に適用する。  

  この仕様書に記載なき事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築保全業務 

 共通仕様書(令和 5 年版)」による。  

 

２  委託場所及び発電機概要  

 

庁舎名  

 

所在地  

 

機種等  

 

防災庁舎  

 

 

 

 

宮崎市橘通東 1 丁目 9 番 18 号  

 

 

 

[ＵＰＳ]  

 150kVA×２台（並列冗長方式）  

[蓄電池]  

 長寿命型ＭＳＥ ３００Ａｈ  

 （ＳＮＳＸ－３００）  

 

 

３ 委託業務の内容 

 （１）点検業務の内容は、（別紙）無停電電源装置点検項目、その他甲が指示する事項と   

 する。 

 （２）点検は年次点検 1 回とし、点検実施日については、甲乙協議の上、決定するものとする。 

 （３）作業計画書、緊急対応連絡表等を作成し、提出すること。 

 （４）次に示す消耗部品の交換を行うこと。 

    ミニチュアリレー 

 （５）不良箇所の簡易な修繕を行うこと。 

 （６）汚損している箇所の清掃を行うこと。 

 （７）点検の結果、当該機器に故障があることを発見した場合、直ちにその原因を調査し、結 

   果を甲に報告すること。 

 （８）点検の実施にあたっては、庁舎の業務に支障を来さないように実施すること。 

 （９）当該機器に故障等が発生した場合、その他甲が特に必要があると認めて作業員の派遣を 

   要請した場合には、これに応じること。 

 （10）点検報告書は、「（別紙）無停電電源装置点検項目」に記載された内容を元に作成・提 

   出すること。   



（別紙） 

無停電電源装置点検項目 
【ＵＰＳ装置定期点検項目】 

１． 目視点検 

１－１ 主回路 

(1) 電解コンデンサ，オイルコンデンサのふくらみ 液もれ，変色の有無 

(2) 抵抗，トランス，リアクトル類の変色，変形，異臭その他異常の有無 

(3) 各部締め付け部の緩み，変色の有無，点検並びに増締め 

(4) 絶縁物のワレ，ヒビの有無点検 

１－２ 制御回路 

(1) 制御基板内部品（トランジスタ，ＩＣ，抵抗，コンデンサ類）の過熱，変色の有無 

(2)ノイズキラー用ﾀﾞｲｵｰﾄﾞ、コンデンサの異常の有無 

(3) 表示機器（計器類）の指示不良の有無 

(4) コネクタ－部の点検 

２．清 掃 

３．絶縁抵抗測定 

４．制御回路点検（テストモ－ドで制御回路のみ運転とする） 

４－１ 制御電源出力点検 

４－２ 起動シ－ケンス点検 

４－３ 変換器のゲ－ト信号波形点検 

５． 運転試験 

５－１ 起動，停止５回以上実施，並びにブレ－カ類のトリップ機構の確認 

５－２ シ－ケンス保護連動試験，並びに表示回路の確認試験 

５－３ 停電試験の実施     

５－４ 無負荷運転時の各部ユニットの電圧測定及び波形チェック 

５－５ 運転中振動を与え異常の有無確認 

５－６ 故障解列試験の実施    

５－７ 出力切換試験の実施（自動，手動） 

６．その他 

６－１ 運転状況調査並びに記録 

６－２ 運転中の振動，異臭発生の有無調査 

 

【ＵＰＳ装置用バッテリ－定期点検項目】 

１． 現状点検 

１－１ 浮動充電中の蓄電池総電圧測定 

１－２ 浮動充電中の単電池電圧測定 

１－３ 温度測定 

１－４ 内部抵抗測定 

２．目視外観点検 

２－１ 接続部，コネクタ－のゆるみ有無 



２－２ 金箱、スチールラックの汚損、損傷の有無 

２－３ 漏液，発錆の有無点検 

２－４ 接続部の増締め 

３．清   掃 


